
１．総括

（１）　人件費の状況（普通会計決算）

（２）　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、3年4月1日現在の人数である。

（３）　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）
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（注）　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験
　　　　年数の差による影響を補正し、国の行政職棒給表（一）適用職員の棒給月額を100として計算した指数。

※令和3年4月1日のラスパイレス指数が、［1］3年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、［2］3年連続で上昇している場合、［3］100を超えてい
　　　る場合について、その理由及び改善の見込み
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（４）　給与改定の状況

（５）　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［実施・未実施］

実施内容

②地域手当の見直し

該当なし

③その他の見直し内容

該当なし

２．職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

①一般行政職

（２）職員の初任給状況　　（令和４年４月１日現在）

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）

（注）　「-」は在職職員がいない、または２人以下であることを示します。
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※人事委員会を設置していないため記載なし

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、棒給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組む
こととされている。

（給料表の改定実施時期）　平成27年4月1日
（内容）　一般行政職の給料表について、福島県人事委員会の職員の給与等に関する勧告に準拠し給料表の見直しを実
施。激変緩和のため、5年間（平成32年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
他の給料表についても、福島県人事委員会勧告に準じ見直しを実施。
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３．一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況　　（令和４年４月１日現在）

（注）

（注）

円
424,100

１　金山町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数。
２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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（２）国との給料表カーブ比較表（行政職（一））
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（３）昇給への勤務成績の反映状況

４．職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（２）退職手当　（令和４年４月１日現在）

（注）

月分

月分

（0.95）

期末手当 勤勉手当

（1.30） （1.45）

2.35 月分 1.90

月分

2.35 月分 月分 1.90
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○
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昇給実績が
ある区分

○

金山町 福島県 国

管理職員 一般職員

○

昇給実績が
ある区分

○ ○

昇給可能な区分

○

令和4年4月2日から令和5年4月1日
までにおける運用

月分

　活用予定時期

（３年度支給割合）

千円

一人当たり平均支給額

　ロ　人事評価を実施していない

（加算措置の状況）

（0.90）

期末手当

月分2.55

勤勉手当 勤勉手当

（３年度） 一人当たり平均支給額 （３年度）
－

（３年度支給割合）

1,310

月分

1.90 月分

千円 1,599

期末手当

（３年度支給割合）

・役職加算　５～２０％・役職加算　５～２０％・役職加算　５～１５％

月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（1.30） 月分 （0.95）

勧奨・定年

金山町 国

・管理職加算　１０～２５％・管理職加算　１５～２５％

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合

勤続２０年 勤続２０年月分19.6695 月分24.586875 月分19.6695

勤続３５年 勤続３５年47.709 月分 月分

47.709

39.7575 月分

最高限度額 月分

33.27075 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特別措置 その他の加算措置

39.7575

定年前早期退職特別措置

（２％～２０％加算） （２％～４５％加算）

47.709

最高限度額 47.709 月分

退職手当の支給率は福島県市町村総合事務組合「市町村職員の退職手当に関する条例」で定められている。

月分24.586875
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昇給可能な区分
昇給実績が
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28.0395
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　上位、標準の区分

　標準、下位の区分

　標準の区分のみ（一律）

○　上位、標準、下位の区分 ○

活用している区分

　上位、標準の区分

昇給可能な区分

　標準の区分のみ（一律）

令和4年4月2日から令和5年4月1日
までにおける運用

管理職員 一般職員

　イ　人事評価を活用している ○ ○

　ロ　人事評価を実施していない

○ ○

　活用予定時期



（３）地域手当　（令和４年４月１日現在）

該当なし

（４）特殊勤務手当　（令和４年４月１日現在）

該当なし

（５）時間外勤務手当

（６）その他の手当　（令和４年４月１日現在）

○扶養手当

○住居手当

１．職員の居住する借家・借間

千円支 給 実 績 （ ３ 年 度 決 算 ）

異なる

扶養手当

住居手当

別に記載 同じ

13,895

224

国の制度と
異なる内容

内容及び支給単価

千円職員1人当たり平均支給年額（３年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（３年度決算）

2,610

11,204 千円支 給 実 績 （ ２ 年 度 決 算 ）

職員1人当たり平均支給年額（２年度決算） 千円

9,918

支給実績
（３年度決算）

扶養親族の要件

子

父 母 等

別に記載 千円

手当名

異なる 〃〃

国の制度
との異同

〃

通勤手当

管理職手当

寒冷地手当 4,585

5,205

2,190

〃〃

〃

支給要件

支給額

自ら居住するための住宅を借り受け、現に該当住宅に居住し、月額９，５００円を超える

家賃を支払っている職員

家賃２０，５００以下の場合 家賃額－９，５００円

（家賃－２０，５００円）×１／２＋１１，０００円

２７，０００円

家賃２０，５００円を超え、５２，５００円未満の場合

家賃５２，５００円以上の場合

円

243,355 円

173,993 円

82,625 円

52,703 円

千円

千円

千円

千円

291,691

10,000

6,500

5,000

181

〃

特 定 期 間 の 加 算

支給額

6,500配 偶 者

異なる

異なる

〃



２．配偶者の居住する借家・借間

○通勤手当

１．交通機関利用者

２．自動車等の使用車

使用距離区間

○管理職手当

○寒冷地手当

支給要件

（１）単身赴任手当を支給される職員で、配偶者が居住するための住宅を借り受け、現に当該住宅に
配偶者が居住し、月額９，５００円を超える家賃を支払っている職員

（２）単身赴任手当を支給される配偶者のない職員で、単身赴任手当の支給要件に係る子が現に居
住している住宅を借り受け、月額９，５００円を超える家賃を支払っている職員

支給額 「職員の居住する借家・借間」により算出される額の１／２の額

支給要件
通勤のために交通機関等の利用を常例とすること、運賃等の負担を常例とすること、徒歩により通勤
するものとした場合の通勤距離が片道２km以上であること

支給額 運賃等相当額が５５，０００円以下については運賃等相当額

支給要件
通勤のために自動車等の使用を常例とすること、徒歩により通勤するものとした場合通勤距離が片道
２km以上であること

４km ～ ６km

支給額 下記支給額のとおり

片道の使用距離 支給額

2,000円

６km ～ ８km

3,100円

８km ～ １０km

２km ～ ４km

１０km ～ １２km

１２km ～ １４km

１４km ～ １６km

１６km ～ １８km

１８km ～ ２０km

２２km

4,400円

5,600円

6,800円

8,100円

9,300円

10,600円

20,200円

11,800円

13,100円

14,300円

支給額

役職 支給額

２２km ～

世帯等の区分

世帯主である職員
その他の職員

扶養親族のある職員 その他の世帯主である職員

２０km ～

６級の課長、課長相当職 21,000円

５級の課長、課長相当職

7,360円17,800円 10,200円



５．特別職の報酬等の状況　（令和４年４月１日現在）

６．職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）

給
料

町長

円

区分 給料月額等

（参考）類似団体における最高／最低額

令和４年 令和３年

職員数
対前年増減数

副町長 567,000×在職月数×29/100 任期毎

円

町長 701,000×在職月数×48/100 任期毎

副町長

円701,000

415,000

840,000

567,000 705,000

円円／

円／

416,500

204,000 円

183,000 円

395,000議長 253,000 円

290,000

副議長 円

円

160,000

140,000

円／

130,000議員

報
酬

市区町村長 （３年度支給割合）

円／

円／

310,000

円

期
末
手
当

議員

副町長

3.0　月分

（算定方法） （１期の手当額） （支給時期）

議長 （３年度支給割合）

副議長 3.0　月分

税 務

農 水

商 工

退
職
手
当

円

円

16,151,040

7,892,640

土 木

民 生

衛 生

一
般
行
政
部
門

小 計

主 な 増 減 理 由
区分

部門

議 会

総 務

1

19

1

20

3 3

7 7

4 3

7 7

13 12

2 2

56 55

0

-1

0

0

1

0

1

0

1

事務の統廃合縮小

イベントの再開などの業務量増加

業務量の増加により

教 育

（教育長を

含む）

特
別
行
政
部
門

6 6 0

小 計
6 6 0

病 院

水 道

下水道

その他

5

1

3

3

1

3

3

5 0

0

0

0

1

会
計
部
門

公
営
企
業
等 小 計

12 12 0

（各年４月１日現在）

１　職員数は一般職に属する職員数である。
２　〔　　　　　　〕内は、条例定数の合計である。

合 計 74

〔　96　〕

73

〔　96　〕



（２）年齢別職員構成の状況　（令和４年４月１日現在）

（３）職員数の推移

５１歳 ５５歳 以上

計～

４４歳 ４８歳 ５２歳 ５６歳 ６０歳２８歳 ３２歳 ３６歳 ４０歳

５９歳

～ ～ ～

４７歳３９歳 ４３歳

～ ～ ～ ～ ～ ～区分

職員数
1

人 人 人

２０歳

未満

２４歳２０歳

人 人 人 人 人

２３歳 ２７歳 ３１歳 ３５歳

74
人 人 人

2 3 7 11 10 3

年度

部門別

11 5 413

４年
過 去 ５ 年 間 の
増 減 数 （ 率 ）

２９年 ３０年 ３１年 ２年 ３年

（ 単位 ： 人 ・ ％ ）

51 53 55 56

12

64

13 13 1212

6

57 59 62 61

6 7 66

52

4
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12

6

62

7473
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公営企業等会計計

55

総合計 69 72 75
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